
順位

H17

3.03

H20

2

H17

2

H1９

0.5

指標１

指標名

＊年間の人件費はＨ19、Ｈ20ともに805万円/年とし、人口は、70.6万人（Ｈ20.4.1現在）、71.0万人（H21.4.1現在）とした。

98 95

苦情相談に対する助言等処理率
苦情相談件数のうち助言やあっせんなどに
より指導できた件数の割合。

消費生活センター認知度

指標３
（単位：% ）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

指標４
（単位：%）

指標５

10,491

23230

第２節　安心して暮らせるまちづくり

1

4 指標３

指標２3

指標４

ゆとりある　みどり豊かな環境共生都市をめざして

2

施　策　名

政策名（章）

基本施策名（節名）

施策コード

評価担当局

施策所管課

基本目標

安心できる消費生活の実現

苦情相談のうち助言指導できた件数の割合
助言等処理件数/苦情相談件数×１００％

65.0

全ての主催事業において、アンケートを実施
し、消費生活センターの認知度を知り今後の
啓発に生かす。

100.0

講座等主催事業の満足度
講座が役に立った人／アンケート数×１００％

立入検査後改善数/検査時不適正数×１００％

主催事業での、アンケート実施による消費生活センターの
認知度
センターを知っている人／アンケート数×１００％

基準値
目標値

35,62652,470

20,757

17,266

100.0

5,750

-

100.0 100.0

- 100.0 100.098.7

100.0 100.0

2

指標１
（単位：% ）

98.0 100.0100.0

指標２
（単位：% ）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

実績値 目標値

17,056

目標値実績値実績値 目標値

97.0 97.6

1

商品量目等立入検査適正率

市民局

消費生活課

奈良田　優課長名

第３章　安全に暮らせる都市の実現をめざします

講座等主催事業参加者にアンケートを実施
し、その結果を分析し、今後の啓発事業に生
かす。

商品量目、計量器、家庭二法の立入検査で
不適正な量目や表示について、消費者が不
利益にならないよう指導、啓発する。

市民一人あたりの
事業費（単位：円）

目標値の考え方（根拠）

　消費生活情報紙、ホームページ、リーフレット等による情報提供や講師派遣、講座開催、消費生活展開催などにより啓発活動を行ってい
る。　また、多重債務相談や契約に関するトラブル等、消費生活センターを利用し、消費生活相談員から助言を得て自ら問題解決にあたる
ことができるよう支援している。

平成20年度（決算）

68,923 67,217

人件費 32,200 32,200

年度 平成19年度（決算） 増減の主な理由

事業費

１　施策の目的
　近年、振り込め詐欺被害や食の安全、多重債務問題など消費生活センターで受ける相談は、複雑・多様化している。
　被害の未然防止や拡大防止をするため、自分で判断し、行動できる「自立した消費者」になるための啓発活動を行う。

平成21年8月3日記入

平成21年度　施策評価シート

基準年
H22

実績値

H19 H20 H21

98.5

指標５
（単位：　）

100.0

52.5

総事業費・人員
（単位：千円・人）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

◆総合計画における位置付け等

２　施策の概要

４　成果・活動指標

講座等参加者の満足度

３　事業費                       　　　　　　　　　　     （単位：千円）

指標の基準値の定義

0.5

52.5

135,883

100.0

0.5

52.5 55.0

8,349

5,750

0.5

0.55,719

59.8 60.0

17,266

100.0 100.0

2

　　 　

　 　 　 　

　

　

　

　

  



有効性

評価基準・
着眼点

市民満足度調査によ
り市民ニーズを把握
し、市民の立場に立っ
て事業展開している

4　2　1

前回（Ｈ20）評価結果との比較分析
または優先順位の最も高い指標以外で評価した理由

4　2　14　2　1

4　2　1

各事業が果たす施策
に対する目標の達成
度合いを把握し、効果
の高い事業を実施し
ている

２次評価

12
評価結果に基づく区分（４項目の合計点数による）

　Ａ（9点以上）　　Ｂ（8点・7点・6点・5点）　　Ｃ（4点以下）

８　２次評価及び意見（１次、２次で評価に相違がある場合など、必要に応じて意見を記入）

A

７　課題と解決策（現状または、評価結果から）

合計

１次評価

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

９　３次評価及び意見（評価結果及び課題・解決策について、必要に応じて意見を記入）

３次評価

A

課題
消費生活センターの認知度が５９．８％で昨年度より認知度は上がったが、大学生に認知度が低い。より多くの
方に消費生活センターを知ってもらうとともに、将来にわたり、市民が安全で安心できる消費生活を確保する必
要がある。

解決策
講師派遣や啓発事業で消費生活センターを更に周知していきたい。また、消費者被害の未然防止及び被害拡
大並びに消費者の自立支援などを定める（仮称）消費生活条例の制定を検討する。

市民満足度

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

4　2　1

A

効率性

最小の経費で最大限
の効果を得られるよ
う、効率的に事業を実
施している

視点の種類

６　１次評価（３つの視点から評価を行う）

評価点

５　市民満足度調査結果（平成21年度実施分）
○この施策の満足度は3.334で全119施策の中で25番目。
○重要度は3.898で62番目である。
○改善要望度は-0.066で77番目である。

Ｈ20評価点

安心できる消費生活の実現

20代 30代

40代
50代

60代

70歳以上

北部 西部

南部

津久井

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

　　平均　3.234

低い　←　満足度　→　高い

高
い
　←

　
重
要
度
　→

　
低
い

平均  3.892

施策 3.334 25位 3.898 62位
２０代 3.182 59位 3.932 59位
３０代 3.400 14位 3.871 57位
４０代 3.123 56位 3.844 61位
５０代 3.208 43位 3.773 73位
６０代 3.438 26位 3.890 72位
７０歳以上 3.567 14位 4.058 42位
北部 3.275 41位 3.852 71位
西部 3.411 24位 3.857 64位
南部 3.312 29位 3.973 51位
津久井 3.484 6位 3.784 71位

満足度 重要度

施策 Ｈ21 ◆
年齢別 Ｈ21◇
地区別 Ｈ21△
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